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第１章 事前評価調査団の概要 

１‐１ 派遣の経緯と目的 

ラオスにおいては、15 歳以上の成人識字率が 65.6％（2001）＊、初等教育の純就学率が 81％（2000
‐2001）＊と周辺諸国と比べても低水準にある。ラオス政府は、2001 年 3 月に第五次国家社会経済開

発計画（2001‐2005 年）を発表し、その中で主な目標の一つとして「全ての分野における人材開発

を促進する」を挙げている。また、現在策定中の「国家貧困削減プログラム（National Poverty Eradication 
Plan：NPEP）」においては、教育セクターの解決すべき課題として、①公平なアクセスの改善、②教

育の質と妥当性（relevance）の改善、③教育行政マネージメントの強化が挙げられている。 
このようなラオスの状況に対し、JICA は、1999 年度から教育アドバイザーを派遣（現在 2 代目派

遣中）しているほか、1998 年度から毎年、理数科のカリキュラム・教材開発や理数科ワークショッ

プ開催に係る短期専門家を派遣している。また、2002 年度からは国別研修（旧：国別特設研修）「ラ

オス初等中等理数科教育コース」が 5 年間の予定で開始され、教員養成校の指導教官等を対象とした

研修を実施している。しかしながら、これらの協力に係る全体計画や戦略は、これまで十分に整理さ

れておらず、案件間の連携も十分に図られてこなかった。 
 

  1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

教育アドバイザー          

理数科カリキュラム開発          

理数科ワークショップ          

初中等理数科国別特設研修          

 
今般、国別研修と短期専門家派遣によるワークショップとを組み合わせて技術協力プロジェクト

とすることで関係者の合意が得られたことから、ラオスの理数科教育の実状やニーズを再確認の上、

今後の同分野での協力に係る中期的な方針を整理し、本プロジェクトのフレームワーク（目標や成果

等）を策定し、ラオス側と合意するとともに、本プロジェクトの R/D（案）について先方関係者と協

議・合意することを目的として、本調査団を派遣した。 
＊UNDP Human Development Report 2003 より 

 
１‐２ 団員構成 

 

担当分野 所属先 氏名 

総括 JICA 社会開発協力部第一課 佐久間 潤 

教員研修制度 鳴門教育大学 齋藤 昇 

教員研修計画 鳴門教育大学 跡部 紘三 

協力企画 JICA 社会開発協力部第一課 田中 真紀 
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１‐３ 調査日程 

 
2003 年 8 月 31 日（日）～ 9 月 7 日（日）（8 日間） 
 

 月日     工程 面会者 

1 8/31 日   バンコクへ移動  

2 9/1 月 09:30 ビエンチャン着  

     13:30 計画協力委員会表敬 副局長 Mr.KEOMANY Latsamy 

     14:30 
大使館、JICA 事務所、教育アドバイザー

との打ち合わせ  
平山書記官、池田次長、衣斐所員、

沢田専門家 

3 9/2 火 09:00 教育省表敬 
副大臣 Ms.Bounpheng 
MOUNPHOXAY 

     10:00 教育省教員養成局との打ち合わせ 
局長 Ms.Sengdeuane 
LACHANTHABOUN 

     13:00 教育局計画協力委員会表敬 局長 Mr.Lytou BOUAPAO 

     13:30 
教育アドバイザー（沢田専門家）との

打ち合わせ 
沢田専門家 

4 9/3 水 08:30 教育省一般教育局との打ち合わせ 
局長 Mr.Khaamhoung 
SACKLOKHAM 

     10:30 EQIP 事務局との打ち合わせ 
教員養成局副局長 Mr.LYFOURG 

他 

     13:00 ドンカムサン教員養成学校訪問 
Mr. Phone Oasit 
LUANGLITSALDA 

     15:30 教育省教員養成局との打ち合わせ 
局長 Ms.Sengdeuane 
LACHANTHABOUN 

5 9/4 木 08:30 教育省教員養成局との打ち合わせ 
局長 Ms.Sengdeuane 
LACHANTHABOUN 

     午後 ミニッツ作成   

6 9/5 金 11:00 ミニッツ署名 
局長 Ms.Sengdeuane 
LACHANTHABOUN 

     16:00 日本大使館へ報告 平山書記官 

     17:00 JICA へ報告 池田次長、衣斐所員、沢田専門家

7 9/6 土 10:30 ビエンチャン発   

8 9/7 日   バンコクから移動*   

 
*佐久間はバンコクでの成人識字会議出席のため、9/9 帰国 
田中は引き続きネパールへ出張のため、9/14 帰国 
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１‐４ 主要面談者 

組 織 名 役 職 氏 名 

Comｍittee for Planning and Cooperation, 
Department of International Economic Cooperation 

Deputy Director 
General 

Mr.KEOMANY Latsamy 

Ministry of Education Vice Minister 
Ms.Bounpheng 
MOUNPHOXAY 

Department of Planning and International 
Cooperation, MOE 

Director General Mr.Lytou BOUAPAO 

Department of Teacher Training, MOE Director General 
Ms.Sengdeuane 
LACHANTHABOUN 

Department of Teacher Training, MOE Officer Mr.Maaly VORABOUTH 

Department of General Education, MOE Director General 
Mr.Khaamhoung 
SACKLOKHAM 

Department of General Education, MOE 
Head of Primary 
Education Division 

Mr.Khaun 
XAYSANAVONGXAY 

Department of General Education, MOE 
Deputy head of 
Primary Division 

Mr.Mikhob 
KINGKITTISACK 

Department of General Education, MOE 
Deputy head of 
Secoundary Division

Mr.Boonthom 
KHENAPHAOOM 

EQIPⅡ Project Working Group Team Leader Ph.D. Bill Vistarini 

EQIPⅡ Project Working Group Deputy Team Leader
Mr.Bounthaavy 
INISISIENMAY 

EQIPⅡ Project Working Group 
Deputy Director of 
DTT 

Mr.LYFOURG 

EQIPⅡ Project Working Group 
Team Leader of the 
TTEST Project 

Mr.John BAILEY 

Dongkhamxang TTS Director 
Mr. Phone Oasit 
LUANGLITSALDA 

Dongkhamxang TTS Deputy Director Ms. Vila Sengsavang 

Dongkhamxang TTS Deputy Director 
Mr. Somphone 
CHANTAMALY 

日本大使館 一等書記官 平山 周作 

Teacher Training DePArtment, MOE 
教育アドバイザー

（専門家） 
沢田 誠二 

JICA 事務所 所長 西脇 英隆 

JICA 事務所 次長 池田 修一 

JICA 事務所 所員 衣斐 友美 
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第２章 調査結果の要約 

 調査団は 9 月 1 日から同 6 日まで現地に滞在し、教育省副大臣及び計画協力委員会（Committee for 
Planning and Cooperation, Department of International Economic Cooperation：CPC）、国際経済協力局を表

敬訪問した他、教育省国際協力局長、教員養成局長、一般教育局長等並びに教育省に派遣中の沢田専

門家（教育アドバイザー）と、本件フレームワークや協力の概要等に関する協議を実施した。また、

現在スウェーデン国際開発庁（Swedish International Development Cooperation Agency：SIDA）及びア

ジア開発銀行（Asian Development Bunk：ADB）が中心となって実施準備を行っている「教育の質向

上プロジェクト・フェーズⅡ（Education Quality Improvement Project Phase Ⅱ：EQIPⅡ）」の関係者を

訪問し、同プロジェクトの概要を聴取するとともに、本件協力に関する情報の共有化を行った。さら

に、教員養成校の現状を把握すべく、ビエンチャン近郊のドンカムサン教員養成学校を視察した。こ

れらの調査結果の要約は以下のとおりである。 
 
２‐１ プロジェクトの教育分野の計画における位置付けについて 

 ラオス政府は現在策定中の NPEP において、教育分野の優先課題として教育機会（アクセス）の拡

大、質の改善及び教育マネージメント強化の 3 点を挙げており、本協力は、質の改善に資する支援と

して位置付けられる。特に、理科及び数学は、ラオスの教育現場において生徒と教員の双方から指導・

学習が難しい科目として一般に認識されており、理科及び数学の指導（教員養成）に焦点をあてた本

協力の必要性及び妥当性は高いことが確認された。 
 

２‐２ プロジェクトのフレームワーク 

 本プロジェクトのフレームワークについては、付属資料１のミニッツのとおり、国別研修、ラオス

国内でのワークショップ及び国内研修を主要なプロジェクトのコンポーネントとし、これらを有機的

に関連付けた協力とすることで先方と合意した。また、本プロジェクトの目標は、あくまでも新規教

員の養成（プレサービス・トレーニング）を担当する教員養成短期大学（Teachers Training College：
TTC）と教員養成学校（Teachers Training School：TTS）の教員の能力向上とし、現職教員の再研修（イ

ンサービス・トレーニング）関連の協力は、本プロジェクトの対象外とした。 
 ただし、両者はいわば車の両輪であり、本プロジェクトの成果は、当然ながら現職教員研修の質向

上にも資することが期待される。このため、プロジェクトの活動には含めないものの、教育アドバイ

ザー専門家が、インサービス・トレーニング関連の協力として、指導主事（Pedagogical Advisor：PA）

や現場の教員を対象とした国内研修等を別途企画、実施するものとし、プロジェクトはこれらの研修

等とも密接な連携を図りながら進めて行くことで合意した。プロジェクトの概念図は別添 1 のとおり。 
 
２‐３ プロジェクトの実施体制 

 本プロジェクトのカウンターパート機関は教育省教員養成局であるが、インサービス・トレーニン

グを所管する一般教育局とも連携を図りながら、活動を実施して行く必要があることを確認した。な

お、教員養成局の人員体制は極めて脆弱であることが今回の調査で判明したことから、本プロジェク

トの円滑な実施を確保するためには、各コンポーネントの活動をラオス側カウンターパートとともに

企画立案、実施、モニタリング及びフォローアップする長期専門家（研修計画/業務調整）を派遣す

ることが強く望まれる。 
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 加えて、プロジェクトの実施に際しては、上記専門家、教育アドバイザー専門家及びカウンターパー

トによるプロジェクト管理ユニット（Project Management Unit：PMU）を組織し（必要に応じて、地

方での活動の支援、モニタリング及びフォローアップ等を目的とした現地コンサルタント等の活用も

検討）、ラオス側及び日本側が一体となって活動を推進して行くことが適切であるという認識で双方

が一致した。  
 
２‐４ プロジェクト期間 

 プロジェクトの期間については、今後詳細を検討するものの、基本的には 2004 年 4 月からの 4 年

間とする。本年 10 月から 12 月にかけて実施が予定されている今年度の国別研修については、その内

容や対象者が本プロジェクトのフレームワークとは別途すでに決定していることから、本プロジェク

トの中には含めないものとする。 
 
２‐５ 教育アドバイザー専門家の役割 

 別添 2 の役割分担表のとおり、本プロジェクトの各コンポーネントの実施にあたっての教育アドバ

イザー専門家の役割を明確にした。国別研修及びワークショップに関しては、その実施の側面的な支

援を、国内研修に関しては、その企画立案から実施までを同専門家が中心となって行うことで基本的

な合意を得た。また、上述のとおり、教育アドバイザー専門家は、本プロジェクトとの連携を保ちつ

つ、指導主事や学校の教員等を対象としたインサービス・トレーニング関連の国内研修等を実施する。 
 
２‐６ 他ドナーの協力 

 基礎教育分野における大規模なプロジェクトして、EQIPⅡが 2002 年から 2007 年の予定で開始さ

れている（ただし予定は遅れており、現在も準備段階）。プロジェクト予算は全体で約 3,700 万ドル

であり、ADB 及び SIDA が支援している。 
 このプロジェクトは、アクセスの拡大、質の向上及び教育行政の強化という三つの課題のすべてを

包含する総合的なプロジェクトである。同プロジェクトの中で、特に教員に関連する協力は TTEST
（Teacher Training Enhancement and Status of Teachers Project）と呼ばれ、TTC/TTS 教員の能力向上や

TTC/TTS のカリキュラムや教材の改訂、さらには同施設の整備といった内容が含まれている。この

ため、同プロジェクト関係者との協議の際に協力内容の重複の有無について当方から質問したところ、

TTEST は TTC/TTC のマクロ的な改善（一般的な指導法等）を目指すものであり、理数科目の具体的

な内容改善に重点を置く本プロジェクトと活動内容が重複する恐れはない、との説明があった。しか

しながら、例えば TTC/TTS のカリキュラム等が変更されることになれば、本プロジェクトの活動へ

の影響も考えられることから、今後の具体的な活動についてはそれらの点を十分留意していく必要が

ある。同会議において、今後とも相互に情報共有を進めていくことの重要性を確認した。 
 
２‐７ その他の留意事項 

 ラオスでは教育分野開発予算の大部分を外国援助に頼っている（昨年度：2002‐2003 の開発予算

240 億キップのうち 220 億キップが外国援助による）といった事情もあり、プロジェクトに対するラ

オス側関係者のオーナーシップやコミットメントを得ることは容易なことではなく、ましてや協力終

了後の自立発展性を確保することは大きな課題である。こういった現状に対処するためには、プロ

ジェクト期間を通じて、その実施の意義をカウンターパートが十分に理解するよう絶えず働きかけ、
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当事者意識を醸成していくことが肝要である。また、ワークショップや国内研修の費用分担について

も、徐々にラオス側の負担割合を増やしていくといった工夫を今後具体的に検討する必要がある。な

お、教員養成局長からは、本プロジェクト実施のために、なるべく多くの予算措置ができるよう努力

したい旨の発言があった。 
 

２‐８ 今後のスケジュール 

 以下のような目的のため、本年 12 月を目途に短期専門家ないしは第二次事前評価調査団を派遣する。 
（１）本プロジェクトの評価方法/項目の詳細に関する検討 
（２）同評価方法に基づく TTC/TTS の現況把握調査の実施 
（３）TTC/TTS、教員教育・運営開発センター（Teacher Education and Administration Development 

Center：TESDC に対するプロジェクト説明会の開催 
 なお、R/D の署名については、2004 年 2 月の実施を目途とする。 
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第３章 各調査項目報告 

３‐１ プロジェクトの位置付け 

３‐１‐１ ラオスにおける教育分野計画中のプロジェクトの位置付け 
ラオス政府は、2001 年 3 月に第五次国家社会経済開発計画（2001‐2005 年）を発表し、その中で

主な目標の一つとして「全ての分野における人材開発を促進する」を挙げている。また、現在策定中

の NPEP においては、教育セクターの解決すべき課題として教育機会（アクセス）の改善、教育の質

の改善、教育行政マネージメントの強化が挙げられている。 
本プロジェクトは、教員養成に携わる理数科教官の指導能力向上を目標としており、教育の質の改

善に資するものであり、ラオスの教育分野の計画に見合う協力であると言える。 
 

国家貧困撲滅計画（National Poverty Eradication Plan：NPEP） 
 
１．教育機会（アクセス）の改善 

長期目標１：2015 年までに EFA（Education for All）を達成する。 
短期目標 ：(1) 特に貧困な 47 郡において、初等教育修了へのアクセスを増加させる。複式学級

による教育を促進する。入学すべき年齢に入学することを支援し、女子や少数

民族児童の入学を支援する。遠隔地と少数民族が暮らす地域の教員に対する特

別研修を提供する。 
(2) 成人女性の非識字率を減少させ、職業教育を促進する。フォーマル教育及びノ

ンフォーマル教育の手法を利用し、コミュニティ・ラーニング・センター（CLC）
を改善する。 

長期目標２：経済成長を促して地域格差を減少させ、貧困を撲滅する。 
短期目標 ：(1) 特に貧困な 47 郡において、初等教育修了率を増加させる。留年率とドロップア

ウト率による内部効率を改善し、選択した学校で補修クラスを開講する。 
(2) 貧困な 47 郡と国の主要な指標の差を減少させる。 
(3) 初等教育後の教育を拡大する。初等及び初期中等におけるクラスター制度を開

発する。貧困な地区において職業学校を開設する。教育分野における民間から

の参画を支援する。 
２．教育の質の改善 

長期目標１：全てのレベルにおいて、教育の質が国際水準に達する。 
短期目標 ：(1) 能力のある教員が貧困地区の学校に配置されることを確保する。特に初等１年

生に対する複数の言語での指導法を紹介し、複式学級の指導法についてもト

レーニングを行う。 
(2) 学校の状況と教材へのアクセスを改善する。学校を修繕し、教科書の有効性を

確保する。貧困層のニーズに合う指導内容を確保する。貧困層が最も困難であ

ると感じている視点、また恩恵を受ける側の視点からカリキュラムに焦点をあ

てる。地域のサポートを受けた指導教材を供給する。教育と労働市場の連携を

強化する。 
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(3) 規則を改善し、監察のレベルを向上させる。小規模学校や不完全学校に追加の

教員を供給するシステムを開発し、職員配置を改善し、学校に対して組織的な

サポートを行うことにより、監察システムを改善する 
３．教育行政マネージメントの強化 

長期目標１：貧困予防の制度開発とセクターの分権化マネージメントのための組織開発を持続さ

せる。 
短期目標 ：(1) 教育セクターにおける中央と地方のマネージメントと執行の改革を行う。全て

のレベルでの教育において、計画の能力を強化する。 
(2) 学校と組織のマネージメント強化のため、訓練された行政官と学校長を任命す

る。 

(3) 教員の配置を改善する。教員養成の候補者選抜を改善し、常勤教員と非常勤教

員の双方に対等に割り当て、現在の割り当てシステムを改善する。 

(4) 学校におけるコミュニティ参加を促進する。全ての教育レベルにおいて、生徒

と親のアソシエーション設立を促進する。 
長期目標２：教育セクターの長期目標の達成を可能にするために十分なリソースを割り当てる。

短期目標 ：(1) 教育セクターのリソースの使用を改善する。リカレントコストとキャピタルコ

ストの支出バランスをとり、セクターワイドな視点でドナーのプロジェクトを

計画する。 

(2) 学校と組織の予算の流れを改善する。省、郡レベルでの予算管理の改善と教育

開発基金の設立。 

 
また、本プロジェクトでは理数科教育に焦点を当てているが、理数科は、ラオスにおいて指導・学

習が難しい科目として一般に認識されていること、また、推察、観察、実証を通して生徒に考える力

をつけさせるために有効な教科であることから、理数科教育を改善することは、教育の質を高めるこ

とに有効であると考えられる。 
 
３‐１‐２ JICA の国別事業実施計画中のプロジェクトの位置付け 

JICA の国別事業実施計画では、人造り、ベーシック・ヒューマン・ニーズ（Basic uman Needs：BHN）

支援（環境を含む）、農林業、インフラ整備・エネルギー開発の 4 分野が援助重点分野として挙げら

れており、BHN 支援の中に、「初等･中等教育の普及」が挙げられている。本プロジェクトは初等・

中等教育の質の改善に資するものであり、JICA の国別事業実施計画に見合う協力であると言える。 
 
３‐２ プロジェクトのフレームワーク 

３‐２‐１ コンポーネントと役割 
本プロジェクトは、以下（１）～（３）の三つのコンポーネントから成っており、それぞれの参加

者及び関係は以下のとおり。 
 
（１）国別研修（Training in Japan : TIJ） 

日本（鳴門教育大学）で 10 月～12 月頃に 2 か月間実施する研修であり、参加者は、TTC/TTS の

教官、TESDC と教員養成局の関係者（以下、「プレサービス関係者」）で、以下（２）ワークショッ

- 54 - 



 

プ参加者の中から、ラオス側と短期専門家がパフォーマンスの評価等により決定する。ラオスの子

どもたちが理解しにくいトピックについての教員用指導書を作成する（毎年いくつかのトピックを

取り上げ、プロジェクト終了時にある程度まとまったものに仕上げる）。 
 

（２） ワークショップ（Workshop : WS） 
ラオスで 7 月～8 月頃に実施する研修であり、参加者はプレサービス関係者である。TIJ の参加

者が講師となり、日本で得た知識を参加者に広める。短期専門家が派遣され、講師の指導・評価に

ついてアドバイスをする。講師（TIJ の参加者）は、WS を通して指導・評価力を身につけ、以下

（３）において独自に実施できるようになることを目的とする。TIJ で作成した教員用指導書を

WS で使用し、参加者からラオスの現状に合っているか等についてコメントを得てリバイズする。 
1 か月の短期専門家派遣期間中、2 か所で WS を実施する。 
 

（３） 国内研修（In-Country Training : ICT） 
上記 WS の結果を踏まえた上でラオス側が独自に行う研修であり、参加者はプレサービス関係者

である。WS と同じく、TIJ の参加者が講師となる。同じ内容の WS に参加していない人が参加す

る。WS の結果リバイズされた教員用指導書を使用する。ICT の実施には、教育アドバイザー専門

家が支援を行う。 
 
本プロジェクトでは、TIJ 受講生がラオスの理数科教育界のリーダーとして活躍し、自身の所属校

や WS において、TIJ で学んだ内容を広く普及することを狙いとしており、研修内容の普及・定着が

有機的に関連付けられている。 
 
３‐２‐２ フレームワーク 
本プロジェクトのフレームワークは以下のとおり（PDM は別添 3）。 

 

プロジェクト・フレームワーク 

上位目標 
理数科分野における教員養成トレーニングが改善される。 

プロジェクト目標 
TTC/TTS の理数科教官の質が改善される。 

成果 
(1)TTC/TTS の教官がラオスの教育の現状を理解し、その状況を改善するための自らの役割を理

解する。 
(2)TTC/TTS における理数科教員養成用の教員用指導書が整備され、活用・普及する。 
(3)TTC/TTS 教官が理数科の質の高い授業の実施方法を理解する。 
(4)国別研修受講生が中心となり、WS、国内研修を実施して評価できるようになる。 

活動 
(1-1)【国別研修】受講生が、日本の学校制度・教育制度・教員研修等の諸制度や現状の概要の講

義を受ける。 
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(1-2)【国別研修】受講生が、日本の現状と比較し、ラオスの教育の現状を見直し解決すべき問題

点を明らかにする。 
(1-3)【WS、国内研修】国別研修受講生が講師となり、日本の教育制度、概要を紹介する。 
(1-4)【WS、国内研修】受講生がラオスの教育の現状を見直し解決すべき問題点を明らかにする。

(1-5)【WS】短期専門家が日本の教育現場の現状等を紹介する。 
 
(2-1)【国別研修、WS、国内研修】ラオスの TTC/TTS の学生や小中学校の生徒が理解しにくいト

ピックを明らかにする。 
(2-2)【国別研修】上記のトピックについての、日本の指導法／教材についての講義・実習を行う。

(2-3)【国別研修】上記の講義を受け、ラオスの現状に合う教員用指導書を作成する。 
(2-4)【WS、国内研修】国別研修受講生が講師となり、教員用指導書を利用して授業を行う。 
 
(3-1)【国別研修】日本の小・中学校で観察実習を行う。 
(3-2)【国別研修】日本で教科指導法に関する講義や実習を行う。 
(3-3)【国別研修】日本の授業を参考に、ラオスの現状に合う理数科授業を設計する。 
(3-4)【WS、国内研修】国別研修受講生が講師となり、日本で設計した授業を紹介する。 
(3-5)【WS、国内研修】受講生が授業の設計を行う。 
(3-6)【WS、国内研修】受講生が、小中学校で模擬授業をし、国別研修受講生が指導を行う。 
(3-7)【WS】短期専門家が国別研修受講生の指導を評価する。 
(4-1)【国別研修】評価手法を講義・実習する。 
(4-2)【WS、国内研修】受講生の模擬授業を、国別研修受講生が評価する。 
(4-3)【WS】国別研修受講生の評価を、短期専門家が指導／評価する。 

 
３‐２‐３ プロジェクトのターゲット 

上記のフレームワークにより、本プロジェクトのターゲットは、理数科のプレサービス関係者、す

なわち、TTC/TTS の教官と TESDC、教育省教員養成局（Department of Teacher Training, MOE：DTT）
の関係者とした。それぞれ関係者の人数は以下のとおり。 
 

機 関 名 人  数 

TTC 理数科教官 114 

TTS 理数科教官 25 

TESDC 関係者 6 

DTT 関係者 9 

合  計 154 

 
本プロジェクトが、インサービス・トレーニング（現職教員の再訓練）ではなく、プレサービス・

トレーニング（教員養成）にターゲットを絞った理由としては、上記のとおり、プレサービス・トレー

ニングに携わる人材がラオス全土で 150 名程度であるため、本プロジェクトの期間中に、その全員が

直接裨益でき、プロジェクトの成果が得られやすいことがあげられる。 
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一方、ラオス側より、プレサービス関係者に限らずインサービス関係者も含めてほしい旨の要請が

あった。検討の結果、本プロジェクトとしては上記理由によりプレサービス関係者にターゲットを絞

るが、別途、教員養成局で活動中の教育アドバイザーがインサービス関係者への研修を実施すること

とし、JICA が実施する協力プログラムとしては、プレサービスとインサービスの両方を含む教員養

成について取り組んでいくこととした。 
なお、本プロジェクトの枠組みの中においても、インサービス関係者（例えば PA）を有効に活用

することを検討することとした（例えば WS に数名を参加させ、現職教員指導経験から、教員用指導

書のコメントを得る等）。 
 
３‐２‐４ プロジェクトのモニタリングと評価 
（１）各 TIJ、WS、ICT の後にアンケートやモニタリングシートを用いてモニタリングする他、WS

の 1 日目に研究会（review meeting）を開催し、TIJ の参加者に、TIJ で得た知識の普及活動に

ついて報告させることを義務付け、各自の活動をモニタリングする。 
 
（２）プロジェクトの前後に、TTC/TTS においてベースライン調査（授業観察）を行うことにより、

プロジェクトを評価する。詳細な評価方法の決定とベースライン調査を行うため、本年末を目

途に、第二次事前評価調査団の派遣を検討する。 
 
３‐２‐５ プロジェクトの期間 

2004 年 4 月より 4 年間とする。 
本年度の国別研修については、従来の枠組みで行われることとし、本プロジェクトには含まないこ

ととする。ワークショップは、前年度の国別研修のフォローアップの意味と、当該年度の国別研修参

加者を決定する場でもあることから、2004 年度のワークショップ、国内研修はプロジェクトに含む

こととする。 
 

年  度 2003 2004 2005 2006 2007 

国別研修      

ワークショップ      

国内研修      

               ↑ 
              プロジェクト開始 
 
ワークショップと国内研修は、国別研修の知識を広める働きを果たす。上図の楕円は、例えば 2004

年の国別研修の内容が、2005 年のワークショップと国内研修で広められるということを示している。 
 
３‐２‐６ プロジェクトの名称 
ラオス側と調査団双方において、プロジェクトの名称を「Project for improving Science and 

Mathematics Teacher Training」とすることが確認された。なお、日本語名を「理数科教員養成強化プ
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ロジェクト」とすることについては、調査団派遣前の対処方針会議において関係者間で合意が得られ

た。 
 

３‐２‐７ プロジェクトの詳細 
（１）各コンポーネントの内容 

【TIJ】 
毎年、10 月～12 月頃に鳴門教育大学において約 9 週間実施される。毎年 10 名が参加する。 

1 週目～2 週目 日本文化・歴史・日本語講義等（大阪センターにて） 
3 週目 日本の教育制度、学校制度、教員養成制度・カリキュラム、教員研修制度、

IT 教育等の講義 
4 週目～6 週目 （分野別）日本の小・中学校のカリキュラム、教育課題、教科書内容、教材・

教具の活用・開発方法、指導方法、評価方法等の講義・演習。ラオスの教科

書に基づいた教員用指導書を作成し、模擬授業を実施する。 
7 週目 日本の小・中学校訪問・視察 
8 週目 研修旅行 
9 週目 レポート作成、報告会実施 

 
【WS】 
毎年 7 月～8 月頃に 1 か月間、日本から短期専門家（数学、物理、化学、生物各 1 名ずつ）を派

遣する。1 か所における WS は 2 週間とし、2 か所で実施する。1 か所における予定は以下のとお

り。全国 2～3 か所程度の TTC を会場として実施する予定。TIJ 受講生が講師となり、TIJ で得た

知識を WS 参加者に広める。TIJ で作成した教員用指導書を使用して授業し、参加者からのコメン

トを受けて、教員用指導書をラオスの現状に合うものにリバイズする。ラオスでは 6、7、8 月が夏

休みであるため、TTC の授業計画を妨げることなく WS を開催することが可能であるが、小・中

学校において授業実践を行うためには、当該校で子どもたちを登校させる必要が生じることから、

調整が必要である。 
1 週目 準備、1 日研究会開催、3 日間講義 
2 週目 現場小・中学校における授業実践、評価会 

 
【ICT】 
全国 8 か所の TTC/TTS で実施予定。ラオス側が主体となって実施する。TIJ 受講生が、各自の所

属校で実施する。プロジェクトのコンポーネントの一つであるが、プロジェクトとしての投入はな

く、派遣中の教育アドバイザー（沢田専門家）の現地業務費を使用して開催する。詳細は未定。 
 
（２）TIJ において作成する教員用指導書について 

ラオスの子どもたちが理解しにくいトピックを選択し、1 回の TIJ において数トピックずつの教

員用指導書（学習指導案）を作成する。この指導書を WS において使用し、参加者からのコメント

を受けてリバイズし、ラオスの現状にあったガイドとする。ICT においては完成された指導書を使

用する。 
プロジェクト終了時点で、各教科において小学生，中学 1、2、3 年生の各学年の 2～3 トピック
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ずつの教員用指導書ができるようにする。 
TIJ の受講生が、日本に来る前に子どもたちが理解しにくいトピックを調査して持参する。 

 
（３）TIJ 受講生の役割 

TIJ 受講生は、WS、ICT において講師となり、今後のラオス理数科教育界をリードする人材とな

ることが期待される。 
 
（４）研究会の役割 

WS の 1 日目に研究会を実施する（WS は 2 か所で実施するので、研究会も 2 か所で実施）。直近

の TIJ 参加者 10 名は、2 か所いずれかへの参加を義務付けられる。WS の参加者及び直近の TIJ 参
加者が参加する。 

午前  TIJ 参加者が、TIJ 終了後に実施した普及活動を報告する。 
午後  TIJ 参加者が、TIJ 終了後に研究開発した教材・教具等についての発表を行う。 

この研究会を通して、TIJ 研修生にとっては TIJ 研修成果の確認、自主的研究による自身の質の

向上を促し、WS 参加者に対する啓蒙の役割を果たす。 
プロジェクト最終年度の研究会では、過去の TIJ に参加した全研修員が参加し、教育普及活動及

び研究活動等の成果の発表・総括を行い、理数科教育学会のようなものに発展していくように促す

予定である。 
 
（５）WS で行う授業実践の役割 

本プロジェクトのターゲットは、理数科の TTC/TTS 教官及び、TESDC、DTT の関係者（プレサー

ビス関係者）であり、現場の小・中学校で教鞭をとる機会のない人たちである。新たに現場の小・

中学校教員になる人材を教えるプレサービス関係者に現場の小・中学校で教えた経験がないという

ことは、現場に即した教育を実施することが困難であることを意味している。日本においても、教

員養成大学教官は現場で教えた経験がないことが多く、大学と現場のギャップが問題となっている。

したがって、WS 時に、プレサービス関係者に現場の小・中学校で授業実践を行うことは有意義で

ある。 
WS における授業実践は、講師（TIJ 受講生）の指導の下に、WS に参加者が地域の小・中学校

で実施する。各分野 2 名程度ずつ実施することを予定しており、WS 参加者及び会場校の教員にも

公開する予定であるが、詳細については、今後ラオス側と調整する。この授業実践においては、ラ

オスで現在行われている知識注入的で受身的学習から、探求的・創造的授業へのモデルを示すこと、

TTC/TTS 教官に対して、理論と実践を統合した教育実践能力を身につけさせること、授業評価能

力を身につけさせること等を目指す。 
 
３‐３ プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトのカウンターパート機関は DTT であるが、インサービス・トレーニングを所管す

る一般教育局とも連携を図りながら、活動を実施して行く必要があることを確認した。 
なお、下記３‐３‐４（２）組織図のとおり、教員養成局の人員体制はきわめて脆弱であることか

ら、本プロジェクトの円滑な実施を確保するためには、各コンポーネントの活動として、ラオス側の

カウンターパートとともに企画立案・実施・モニタリング及びフォローアップを実施する長期専門家
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（研修計画／業務調整）の派遣が強く望まれる。同専門家に求められる TOR（案）は以下のとおり。 
 

1. 国別研修、ワークショップ、国内研修の受講者選考 
2. ワークショップ、国内研修の準備（必要物品購入等）／運営／モニタリング／評価／報告書作

成／現地業務費の管理 
3. 全国 8 か所の TTC／TTS との連絡調整 
4. ワークショップ、国内研修の準備／運営等についての技術移転 
5. 協力隊員（理数科教師、数学教師）との情報交換 
6. 本プロジェクトの予算措置がなされるよう、関係者の意識醸成 
7. プロジェクトの評価についての理解促進 
8. プレサービスとインサービスの連携促進 
9. EQIPⅡとの情報交換 
10. 他ドナー、NGO との情報交換 

 
３‐３‐１ カウンターパート 

DTT 局長、DTT 副局長（教員養成担当）、DTT スタッフの 3 名 
 
３‐３‐２ プロジェクト管理ユニット（Project Management Unit : PMU）の設置 
プロジェクトの円滑な実施のために、PMU を設けることを検討する。メンバーは上記のカウンター

パート 3 名に加え、JICA 教育アドバイザー、プロジェクト調整員、その他必要に応じて雇うモニタ

リングのためのローカルコンサルタント、秘書が挙げられた。 
 

３‐３‐３ 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee : JCC）の設置 
年間活動計画の策定、年間活動結果及び進捗状況の確認及びプロジェクトを実施する上での議題に

ついての意見交換等を行うために、JCC を設置する。予定されるメンバーは、ラオス側においては、

教育副大臣、計画協力局長、教員養成局長、一般教育局副局長、カウンターパートであり、日本側に

おいては、JICA ラオス事務所長、長期専門家（教育アドバイザー及び業務調整員）である。 
 

３‐３‐４ 関係機関の組織図 
本プロジェクトに関係する機関である、教育省（Ministry of Education：MOE）、DTT、教育省一般

教育局（Department of General Education, MOE：DGE）、TESDC の組織図は以下のとおり。 
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（１）教育省（MOE）の組織図 
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網掛け部分：今般のプロジェクトに関係する部署 
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（２）教育省教員養成局（DTT）の組織図 
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網掛け部分：今般のプロジェクトに関係する部署 
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（３）教育省一般教育局（DGE）の組織図 
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網掛け部分：今般のプロジェクトに関係する部署 
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（４）教員教育・運営開発センター（TESDC）旧 TDC の組織図 
 
 

副所長 副所長

人的資源開発部 
（２名） 

管理部 
（２名） 

カリキュラム

開発部 
（６名） 

所長
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
網掛け部分：今般のプロジェクトに関係する部署 

 
 
３‐３‐５ カウンターパート機関の予算（2002－2003 年度） 

ラオスの予算年度は 10月から翌年 9月までであり、出張時は 2002‐2003年度の最後の月であった。

2002‐2003 年度の予算のうち、教員研修・施設改善等経費は約 24 Billion Kip（約 2 億 4,000 万円：う

ち、22 Billion Kip は外国援助）であり、2003‐2004 年度の経常経費予算は約 100 Million Kip である。

予算に係る入手資料は巻末資料 2 のとおり。 
 
３‐３‐６ プロジェクト投入計画 
（１）協力期間 

2004 年 4 月～2008 年 3 月（4 年間） 
 
（２）日本側投入 

研修生受入：国別研修 年間 10 名× 2 か月× 3 年 
短期専門家：4 名（数学、物理、化学、生物）× 1 か月× 4 年 
長期専門家：1 名（研修計画／業務調整）×12 か月× 4 年 

 
（３）ラオス側投入 

カウンターパート：3 名（教員養成局長、教員養成局副局長、オフィサー） 
必要経費負担：WS や ICT における必要経費 
ラオスの財政状況より、プロジェクト開始当初は必要経費の負担が困難であると思われるが、

自立発展性の面から、徐々にラオス側の負担を増やすことにつき、常に働きかけていくことと

する。 
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３‐４ プロジェクトへの教育アドバイザーの役割 

３‐４‐１ 当初案 

（１）各コンポーネントに対する関わり方 

・国別研修：参加者の選考補助をする。 
・ワークショップ：参加者の選考補助に加え、開催準備をする。 
・国内研修：企画立案から実施をする。 
 

（２）国内研修と地域研修会 

教育アドバイザーが計画している地域研修会を、プロジェクトのコンポーネントの一つである国

内研修として開催することとし、プロジェクトのターゲット外であるインサービス関係者も含めて、

プレサービスとインサービスとの連携を図る予定であった。 
 
３‐４‐２ 協議結果 
（１）各コンポーネントに対する関わり方 

上記３－４－１（１）と同様。詳細な役割分担は付属資料２のとおり。ただし、研修計画／業務

調整の長期専門家が派遣される場合は、ほとんどの業務をこの長期専門家が担当し、必要に応じて

教育アドバイザーの助言を求める形態となる。 
国別研修に対する関り方としては、参加者の選考補助にととまらず、以下について具体的なアイ

デアが出された。 
ア．参加者決定後に、研修までの課題を伝達する。 
イ．出発式を開催して心構え等を伝える。 
ウ．帰国後、参加者各自の出身校において報告会を開催させる。 

 
（２）国内研修と地域研修会 

ラオス事務所との協議の結果、同アドバイザーが計画する地域研修会は、地域の養成校教官・現

職教員・指導主事等からの自主的な研修会開催を支援する形態をとることを計画していることが判

明した。自主的に研修会が開催されることは理想の形態であるが、自主的な申請を待っていては、

プロジェクトとしての成果を計りにくいため、地域研修会と国内研修とを切り離し、本プロジェク

トの国内研修は、能動的に開催していくこととした。 
 

（３）その他 

プロジェクトのコンポーネントではないが、同専門家は、プレサービス及びインサービス・トレー

ニング関係者に対して、地域研修会やタイでの第三国研修等を計画している。これらの研修等は、

理数科関係者に限定せず、広く一般の教員をも対象にしていることから、本プロジェクトと重複す

ることはなく、JICA の協力プログラムとして実施する。 
 
３‐５ 関係機関との意見交換 

３‐５‐１ 計画協力委員会 
• ラオスの初等教育分野では、量的には改善されてきているが、質的にはまだ低い状態にある。そ

れを改善するために JICA が実施している国別研修とワークショップに感謝している。 
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• 2003‐2004 年度の教育予算は 790 Billion Kip であり、そのうちの 160 Billion Kip は、外国のプロ

ジェクトに対して支出するものである。外国のプロジェクトに対して、リカレントコストを出せ

るように努力していきたい。リカレントコストについては住民参加を求めていく予定だが、まだ

具体的な計画はできていない。 
 
３‐５‐２ 教育省副大臣 
• 初等教育分野の教員数は、総数では不足していないと思われるが、地域差がある。教員養成校を

卒業した教員が、地方に赴任したがらないため、地方ではトレーニングを受けていない人が教壇

に立っており、教育の質が低くなっている。僻地手当を設けているが、そもそも教員の給料が低

いため、僻地手当ても低く、地方に赴任するインセンティブに至っていない。 
• 5 年前、EQIPⅠプロジェクトで教科書を改善して地方に配った。それ以降、原本はあるが印刷す

る予算がないため、配ることができていない。 
 
３‐５‐３ 教育省計画協力局 
• 本プロジェクトに対して可能な限り協力する。教員の質を世界のスタンダードに近づけるのが目

的である。 
• 現在、教育分野では EQIPⅡプロジェクトが始まっており、他のプロジェクトとの重複を避けな

がら実施しているので、情報交換をしてほしい。→調査団から、情報交換をする旨回答。 
 
３‐５‐４ 教育省一般教育局（DGE） 
• 本プロジェクトの対象に Secondary level の PA も含めてほしい。本プロジェクトの対象である

TTC/TTSは全国 8か所にしかないが、PAはすべての省の Provision Education Serviceにいるため、

プロジェクトの成果がより顕在化するものと思われる。→調査団から、検討する旨回答。 
• 本プロジェクトに期待することは、研修を受けた者がラオスで活躍すること及び、ラオスの現場

に合った授業をすることである。 
• 教育省の計画では、現職教員の再訓練（インサービストレーニング）を少なくとも年に 1 度実施

することになっているが、2 年前から予算不足で実施していない。外国のプロジェクトがあれば

実施している。 
• Secondary level の指導主事になるための条件は、①5 年間の教員経験があること、②35 歳以下で

あること、③TTC/TTS 卒業または同等レベルであること、④1 年間研修を受けることである。 
• ユニセフがいくつかの省で実施した Teacher Upgrade Program は、教員養成局の管轄であったが、

PA を対象とする研修であったため、教員養成局と連携して実施した。 
 
３‐６ プロジェクトの総合的実施妥当性 

評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、本プロジェクトを

総合的に評価した結果は以下のとおり。 
 
３‐６‐１ 妥当性 
（１）ラオスの教育分野の計画との整合性 

３‐１‐１にも記載したとおり、本プロジェクトは NPEP の「教育の質の改善」に資するもので
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あり、妥当であると判断できる。 
 
（２）JICA の国別事業実施計画との整合性 

３‐１‐２にも記載したとおり、JICA の国別事業実施計画では、人造り、BHN 支援（含、環境）、

農林業、インフラ整備・エネルギー開発の 4 分野が援助重点分野として挙げられており、BHN 支

援の中に、「初等･中等教育の普及」が挙げられている。本プロジェクトは初等・中等教育の質の改

善に資するものであるため、本プロジェクトを行う妥当性は高いと判断できる。 
 
３‐６‐２ 有効性 
（１）目標達成の度合い 

本プロジェクトにおいては、ターゲットを教員養成に携わる者（プレサービストレーニング関係

者）に絞っている。その理由は、３‐２‐３に述べたとおり、対象者がラオス全国で 150 名程度で

あることから、本プロジェクトでその全員を対象にできるからである。本プロジェクトでターゲッ

ト全員が TIJ、WS、ICT のいずれかを必ず受講するので、質の改善に結びつくことが予想され、プ

ロジェクト目標の達成が見込まれる。 
 
３‐６‐３ 効率性 
（１）講師の育成 

本プロジェクトでは、国別研修受講生をラオスの理数科教育界のリーダー的存在にまで育つよう

に計画している。ワークショップでの講師としての指導・評価経験を通して、国別研修受講生は、

国内研修において指導・評価ができる能力をつけることを目指している。また、ワークショップに

おいても、国内研修においても、国別研修受講生が講師として指導・評価する方法を採用しており、

知識の抜け落ちが課題であるカスケード方式の採用を避けていることから、効率的であると言える。 
 

（２）研修生の選考 

ラオス国内で開催するワークショップの参加者から、学習する姿勢等を評価し、優秀な人を日本

で開催する国別研修に参加させることを計画しており、より優秀な人材を育てることができ、効率

的であると言える。 
 

（３）各コンポーネントの連携 

１‐１にも述べたとおり、本プロジェクトは、今まで個々のスキームで実施されていた国別研修

とワークショップを連携させたこと、また、新たに国内研修を加えることにより、国別研修で得た

知識等が効率的に普及するように計画したことから、効率的であると言える。 
 
３‐６‐４ インパクト 
本プロジェクトを通して、①教官が自ら果たすべき役割を理解し、②ラオスの子供たちが理解しに

くいトピックの教員用指導書を整備し、普及させ、③教官が質の高い授業の実施方法を理解し、④ワー

クショップ、国内研修を実施・評価できるようになることを成果としており、それらが実現されれば、

教官の自主的な参加により質が改善される。これはラオスの教育界に大きなインパクトを及ぼすこと

ができる。 

- 67 - 



 

３‐６‐５ 自立発展性 
以下により、技術面、財政面での自立発展性を確保するのに役立つと思われる。 

（１）技術面 

上記３‐６‐３にも述べたとおり、本プロジェクトではラオスの理数科教育界のリーダー的存在

が育つように計画している。現在のところ、本プロジェクトの主要ターゲットである TTC/TTS 教

官は、他の教官と知識を交換したり、協議したりすることはないが、本プロジェクトを通して、知

識交換等の重要性を認識付けていく予定であるので、本プロジェクトが終了した後も、彼ら独自の

企画によるトレーニングが続いていくと思われる。ワークショップの 1 日目に実施する研究会は、

プロジェクト終了後に理数科教育学会として発展できるように指導を行っていくことから、自立発

展性が認められる。 
 

（２）財政面 

ラオスの教育財政事情は厳しいが、本プロジェクトでは全国各地で国内研修を実施することを計

画しており、旅費等の経費が最小になるように考えられている。また、年を経るごとにラオス側の

負担を増やしていくことを計画しており、時間をかけてラオス側のオーナーシップを醸成していく

ことを考えている。 
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第４章 他ドナーの動き 

４‐１ 概要 

ADB、SIDA が支援している EQIPⅡの全体予算概算は約 3,700 万ドルであり、その内訳は ADB2,000
万ドル、SIDA930 万ドル、ラオス政府 800 万ドルとなっている。 
基礎教育に係る総合的なプロジェクトであり、教育省の中では、局の垣根を越えてプロジェクト実

施委員会が設置されており、海外のコンサルタントが数名常駐しており、ラオス人のコンサルタント

も多数雇用している。 
 
４‐２ 活動内容 

EQIPⅡは三つのコンポーネントからなっており、それぞれの大まかな内容は以下のとおりである。 
 

（１）コンポーネント１ 

ア．サブコンポーネントＡ 教員訓練システムと教員開発能力の向上 

TTC/TTS のカリキュラム支援、教員の待遇改善、教員／校長／トレーナーの留学/資格向上

支援 
 

イ．サブコンポーネントＢ 施設の建設と改善 

TTC/TTS の施設改善、PA や Network Teacher Upgrading Center：NTUC への教材支援、リソー

スセンターの設立支援 
 

ウ．サブコンポーネントＣ 教員トレーニングの実施 

無資格教員へのトレーニング、インサービス・トレーニングのシステム向上、コミュニティ

との連携促進 
 

（２） コンポーネント２ 

ア．サブコンポーネントＡ 初等教育へのアクセス増加のための支援 

スクールマッピング、学校建設 
 

イ．サブコンポーネントＢ コミュニティ参加と学校の財政管理の推進 

学習教材等のパッケージの供給 
 

（３）コンポーネント３ 

・管理能力の強化とプロジェクトの実施 

教育省と県教育局及び郡教育事務所のキャパシティー強化 
 
このうち、上記（１）のコンポーネント１は TTEST と呼ばれている。既にコンサルタントによる

調査が開始されているが、まだ詳細計画は決定していない。本プロジェクトのターゲットである

TTC/TTS 関連の協力も EQIPⅡに含まれているが、EQIPⅡはマクロ的な改善を目指すものであるため、

教科教育に焦点をあてた本プロジェクトの内容とは基本的に重複がないことが確認された。 
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４‐３ 活動の展開 

（１）フェーズⅠ 

6 省（バケオ、チャンパサック、ルアンパバン、サバナケット、サヤブリ、ビエンチャン）の中

の 12 郡において実施。国家レベルと地方レベルにおいてワークショップを行い、業務計画を策定

すると同時に、実施方法についての計画を作成し、実施に移す。 
 

（２）フェーズⅡ  

フェーズⅠと同様の地域で実施。フェーズⅡ以降の詳細計画は未定。 
 

（３）フェーズⅢ 

フェーズⅠと同様の省の 37 郡で実施。 
 

（４）フェーズⅣ 

3 省（ルアンナムタ、サラワン、シェンクワン）の中の 9 郡において実施。 
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第５章 教員養成学校訪問 

ビエンチャン市近郊のドンカムサン TTS を訪問し、校長、副校長以下教職員と意見交換を行い、

施設を見学した。 
 
５‐１ 概要 

校長 1 名、副校長 2 名を含む 44 名の教官及び職員が勤務している。ほとんどの教官は大学卒業レ

ベルである。11＋1 コース（高校の卒業生を対象に 1 年間のプログラムで幼稚園教諭と小学校教諭を

養成するコース）の学生を受け入れており、昨年度の学生数は幼稚園教諭コース 146 名、小学校教諭

コース 185 名の 331 名（うち女性 241 名）であった。今年度の新学期はまだ始まっていないが、現時

点では 146 名分の推薦がある。 
学生のほとんどは地方出身者（推薦を受けて来る）であり、学内の寮（寮費無料）で生活している。

TTS予算のすべてが政府から手当されており、学生から授業料の徴収はない。学生には月 6 万キップ

（約 600 円）の奨学金が支給されるが、親からの送金も必要となる。貧しい学生には、日本の「WAKO」

から奨学金が支給される（＊）。教科書は図書館のものが貸し出され、学生個人では教科書を持たない。

卒業単位に満たない学生には補講を行うことがある。卒業後は、それぞれ出身地に戻っていくが、す

べての卒業生が教員になるかどうかは追跡調査をしていないのでわからない。 
（＊）「ラオスのこども」（旧：ASPBラオスの子どもに絵本を送る会）が和光石原奨学金から受託して

行っている事業のことであると思われる。 
 

５‐２ 新規教員養成と現職教員再訓練の連携及び教員養成校と現場の小学校との連携 

小学校教諭になるコースにおいては、国立教育科学研究所（National Research Institute for Educational 
Science：NRIES）において開かれる PA との交流会に参加することや、8 週間行われる教育実習の際

に、担当地区の PA が指導に加わることで、新規教員養成と現職教員再訓練の連携が図られていると

の説明があった。また、TTS 教官が PA の研修会に参加することで情報交換等が可能である。さらに、

養成校教官が現場の小学校で子供に対して教える機会があり、現場小学校の教員が TTS でのトレー

ニングを受けることも可能であるとのことであった。ただし、これらの活動が実際にどれくらいの頻

度で行われているかといった点については、十分な説明が得られなかった。 
 

５‐３ 施設等 

EQIPⅠにより建設された建物であり、建物自体はまだ新しく見えたが、雨漏りがするため屋根を

改修中であった。新学期が始まる前であったため、教室及び図書室の中を見ることはできなかったが、

窓から覗く限りでは、数少ない教材が保管状態も悪く散乱していた。また、本年 3 月に実施した WS
のテキスト（WS 後に各地に配布して活用するよう要請しておいたもの）が段ボールに入ったまま放

置されていた。 
 
５‐４ 今後の課題 

上記を受け、本プロジェクトで課題となる点は以下のとおり。 
 
・TTC/TTS 教官や現職教員は、彼ら自身が教材・教具を使用した授業を受けていないため、そ
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れらの重要性・必要性を認識していないと思われる。したがって、TIJ、WS、ICT を通じて教

材・教具の使用方法を教えるのみならず、教育アドバイザーが開催する地域研修会等において

も、常に教材・教具の重要性・必要性を伝え、長期的に意識改革に取り組んでいく必要がある。 
 

また、JICA の現在までの活動経験から、今後のラオスの教育分野における課題であると思われる

点は以下のとおり。 
 

（１）授業で教材が十分活用されていないのは、暗記力や知識のみを問う試験に問題があると思われ

る。今後、試験等の評価方法改善の必要性を説いていく必要がある。 
 
（２）現場の学校では、ほとんどの生徒が教科書を持っておらず、生徒が教員の板書をノートに書き

写すだけの授業になっている。教員に対して指導法をトレーニングすることに加えて、暗記重

視の試験を改善することにより、板書の書き写しでは試験に対応できなくなることから、生徒

一人一人が教科書を持つ必要性が生まれると思われる。 
 
（３）TTC/TTS では基本的な教材・教具が不足している。例えば、天秤やバネ秤、ものさし、ノギ

ス、マイクロメーター、ストップウォッチ、温度計、虫眼鏡等である。これらは TTC/TTS のみ

ならず小・中学校でも必要とされているため、供与する必要があるが、供与するだけでは上記

５‐３のように放置されるため、使用方法を指導し、常に使用されるまで指導していく必要が

ある。これは本プロジェクトで機材を導入する場合には留意すべき点であるし、また、EQIPⅡ
で導入する場合にも注意喚起する必要がある。また、TTC/TTS や小・中学校の予算を考慮し、

スペアパーツ等の消耗品の供与、または、消耗品の補充が必要となる機材の導入には慎重を期

すべきである。 
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第６章 今後の予定 

以下の目的のため、本年 12 月を目途に第二次事前評価調査団を派遣する。 
 
（１）本プロジェクトの評価方法/項目の詳細に関する検討 
（２）同評価方法に基づく TTC/TTS のベースライン調査の実施 
（３）TTC/TTS、TESDC に対するプロジェクト説明会の開催 
 

なお、R/D の署名については、2004 年 2 月の実施を目途とする。 
 
６‐１ 調査団の人数 

数学、物理、化学、生物の 4 教科のベースライン調査が必要になることから、各教科 1 名ずつ、及

び協力企画・調整に 1 名の合計 5 名を派遣する。 
 

６‐２ 調査団の日程 

以下（案）のとおり、2 週間程度の派遣とする。 
 

第二次事前評価調査の日程（案） 

日数 日付 曜日 工   程 

1 12/15 月 移動（日本→バンコク） 

2 12/16 火 移動（バンコク→ビエンチャン）、評価表についての協議 

3 12/17 水 評価表についての協議、評価表完成、説明会準備 

4 12/18 木 プロジェクト説明会、ミニッツ協議 

5 12/19 金 ビエンチャンでのベースライン調査（4 教科） 

6 12/20 土 移動（ビエンチャン→地方 1） 

7 12/21 日 地方 1 での調査準備 

8 12/22 月 地方 1 でのベースライン調査（4 教科） 

9 12/23 火 移動（地方 1→地方 2） 

10 12/24 水 地方 2 でのベースライン調査（4 教科） 

11 12/25 木 移動（地方 2→ビエンチャン）、ミニッツ作成、ローカルコンサルと契約 

12 12/26 金 ミニッツ署名、報告 

13 12/27 土 移動（ビエンチャン→バンコク） 

14 12/28 日 移動（バンコク→日本） 

地方 1：ルアンパバン 

地方 2：サバナケット を想定 
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６‐３ ベースライン調査の詳細（案） 

下記（１）～（３）の調査を考えているが、それぞれの実施方法及び調査項目については、第二次

事前評価までにラオス側に当方案を提示し、実施可能性について協議する。 
特に、（２）については、TTC/TTS 教官等ラオス側が抵抗を感じる虞もあるため、プロジェクト開

始後、十分にプロジェクトに対する理解が得られてから実施することが望ましいとも思われるため、

十分協議する。 
 
（１）授業観察 

各教科において、4 トピック程度（ラオスの子どもが理解しにくいトピック）を選択し、各トピッ

クにおいて 2 名ずつの授業を観察する。すなわち、各教科で 8 名ずつとなり、4 教科では 32 名と

なる。上記の授業観察を、三つの TTC/TTS において実施する。開催場所はビエンチャン、ルアン

パバン、サバナケットを想定しているが、今後、教育省教員養成局と協議の上、決定する。 
 

（２）基礎学力テスト 

本プロジェクトのターゲット全員に対して、プロジェクト実施前後の基礎学力の変化を把握する

ため、テストを実施する。 
 

（３）アンケート 

本プロジェクトのターゲット全員に対して、プロジェクト実施前後の指導方法についての実態の

変化を把握するため、アンケートを実施する。 
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